
 

情報通信審議会 情報通信技術分科会（第１４８回）議事概要 

 

１ 審議期間 令和２年３月２４日（火）から同年３月２７日（金）まで 

 

２ 答申事項の議決日  令和２年３月３１日（火） 

 

３ 開催方法 文書による審議 

 

４ 参加者（敬称略） 

西尾 章治郎（分科会長）、相田 仁（分科会長代理）、安藤 真、 

石戸 奈々子、伊丹 誠、江村 克己、上條 由紀子、國領 二郎、 

三瓶 政一、知野 恵子、根本 香絵、増田 悦子、村山 優子、 

森川 博之（以上１４名） 

 

５ 議 題 

(1) 答申事項 

① 「放送システムに関する技術的条件」のうち「ＦＭ同期放送の技術的  

条件」について              【平成 18年９月 28日付け諮問第 2023号】 

【内容】 

  本件は、周波数のひっ迫が懸念されるＦＭ放送において、複数の送信

所から同一周波数による同一番組の放送を行うことで、音質を劣化させ

ることなく高効率な周波数利用を可能にするＦＭ同期放送に必要な技術

的条件について審議したもの。 

  審議の結果、資料 148－１－３の答申案のとおり、答申することとし

た。 

 

② 「ネットワークのＩＰ化に対応した電気通信設備に係る技術的条件」

のうち「ＩｏＴの普及に対応した電気通信設備に係る技術的条件」につ

いて                       【平成 17年 10月 31日付け諮問第 2020号】 

【内容】 

  本件は、通信ネットワークの本格的なソフトウェア化・仮想化の進展

に対応した技術基準等の在り方及び災害に強い通信インフラの維持・管

理方策について、ＩＰネットワーク設備委員会において第三次報告とし

て取りまとめた結果について審議したもの。 

  審議の結果、資料 148－２－３の答申案のとおり、答申することとし

た。 



 

 

③ 「業務用陸上無線通信の高度化等に関する技術的条件」のうち「ＶＨ

Ｆ帯加入者系無線システムの高度化に係る技術的条件」について 

【平成 25年５月 17日付け諮問第 2033号】 

【内容】 

   本件は、ＶＨＦ帯加入者系無線の無線設備のデジタル化を含む高度化

の技術的条件について、陸上無線通信委員会において取りまとめた結果

について審議したもの。 

  審議の結果、資料 148－３－３の答申案のとおり、答申することとし

た。 

 

④ 「新世代モバイル通信システムの技術的条件」のうち「第５世代移動

通信システム（５Ｇ）及びＢＷＡの高度化に関する技術的条件」につい

て                         【平成 28年 10月 12日付け諮問第 2038号】 

【内容】 

  本件は、第４世代移動通信システム（４Ｇ）及びＢＷＡシステムとし

て使用されている周波数帯を５Ｇとしても使用可能とするために、技術

的条件の検討を行ったものついて審議したもの。 

  審議の結果、資料 148－４－１について別添１、資料 148－４－２につ

いて別添２のとおりそれぞれ一部修正した上で、資料 148－４－３の答

申案のとおり、答申することとした。 

 

⑤ 「新世代モバイル通信システムの技術的条件」のうち「携帯電話を無

人航空機等(ドローン等)に搭載して上空で利用する場合の技術的条件」

について                 【平成 28年 10月 12日付け諮問第 2038号】 

  【内容】 

    本件は、携帯電話システムとして利用されている第４世代移動通信シ

ステムをドローン等に搭載し上空で利用する場合の技術的条件について

検討を行ったものついて審議したもの。 

    審議の結果、資料 148－５－１について別添３、資料 148－５－２につ

いて別添４のとおりそれぞれ一部修正した上で、資料 148－５－３の答申

案のとおり、答申することとした。 

 

 (2) 報告事項 

① 次期グローバルコミュニケーション計画について 

  【内容】 



 

    2025 年に向けた多言語翻訳技術の更なる推進のための次期グローバル

コミュニケーション計画の検討状況について報告があったもの。 

 

 

 

本会議にて配付された資料を御覧になりたい方は、総務省ＨＰにおいて 

   公開しておりますので御覧下さい。 

また、総務省において、閲覧に供し及び貸し出しておりますので、以 

下まで御連絡をお願いいたします。 

  

担 当：総務省 情報通信審議会事務局  崎山、新谷 

電 話：０３－５２５３－５４３２  

ＦＡＸ：０３－５２５３－６０６３ 

メール johotsushin-shingikai/●/soumu.go.jp 

迷惑メール防止対策のため、送信時は/●/を@に置き換えてください。 



情報通信審議会 情報通信技術分科会
新世代モバイル通信システム委員会報告

概要

「新世代モバイル通信システムの技術的条件」のうち
「第５世代移動通信システム（５Ｇ）及びＢＷＡの高度化

に関する技術的条件」

新世代モバイル通信システム委員会

資料148－４－１

（審議による修正前後抜粋）

別添１



4既存バンドの５Ｇ化のニーズ

LTE（4G）※2

3.7/4.5GHz帯(超高速)

3.7/4.5GHz帯 (超高速)

ミリ波

ミリ波

（超高速）

既存4G用周波数を５Ｇ化
（高信頼・超低遅延）

（超高速）

ミリ波
(超高速)

 ５Ｇ用周波数帯（3.7/4.5GHz帯、28GHz帯）については、2019年４月の割当て後、2023年度末には全国の約98%※1の10km
四方のメッシュで５Ｇ高度特定基地局が整備される予定であるなど、今後、急速に全国へ展開。

 一方、より低い周波数として4Gで使用されている周波数帯（既存バンド）について、モビリティの確保等の観点などから
広域なエリアをカバーするために、５Ｇとしても使用したいというニーズがある。

 ５Ｇ用周波数帯による超高速通信の実現に加え、既存バンドを５Ｇ化することで、広域なエリアカバーと高信頼・超低
遅延通信を実現し、様々な分野の地域産業などにおいて５Ｇの利活用を加速することが期待されている。

広域なエリアカバーに適した
低い周波数帯

広い帯域を確保できる
高い周波数帯

※2 ５Ｇ未対応の端末でも4Gで使用可能

※1 携帯電話事業者４者の５Ｇ基盤展開率の計画値を合算した値

※修正前
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 ５Ｇ用周波数帯（3.7/4.5GHz帯、28GHz帯）については、2019年４月の割当て後、2023年度末には全国を区切る10㎞四方
メッシュのうち約98%※1のメッシュで５Ｇ高度特定基地局が整備される予定であるなど、今後、急速に全国へ展開。

 一方、より低い周波数として4Gで使用されている周波数帯（既存バンド）について、モビリティの確保等の観点などから
広域なエリアをカバーするために、５Ｇとしても使用したいというニーズがある。

 ５Ｇ用周波数帯による超高速通信の実現に加え、既存バンドを５Ｇ化することで、広域なエリアカバーと高信頼・超低
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※2 ５Ｇ未対応の端末でも4Gで使用可能

※1 携帯電話事業者４者の５Ｇ基盤展開率の計画値を合算した値

※修正後



6５Ｇの国際標準化動向

 ＩＴＵや3GPP等において、５Ｇに関する標準化活動が最終段階に

（ITU） ・ 13の技術性能要件の項目と要求値、評価環境をまとめたIMT-2020無線インタフェース（ITU-R報告M.2410）と
IMT-2020無線インタフェースの評価方法（ITU-R報告M.2412）が、2017年11月にITUで承認

・ IMT-2020無線インタフェースについては、2017年10月から2019年7月の間提案募集があり、2020年に勧告化予定

・ WRC-19において、IMT用周波数の追加特定に関する議論が行われ、24.25-27.5GHz、37-43.5GHz、66-71GHzの
各周波数帯がグローバル特定されるとともに、45.5-47GHz、47.2-48.2GHzが一部の地域・国へ特定

（3GPP） リリース15 ： 超高速/超低遅延に対応した５Ｇの最初の仕様を策定
リリース16 ： 全ての技術性能要件に対応した５Ｇの仕様を策定
リリース17 ： 52.6GHz以上の更なる高周波帯における５Ｇ対応や既存技術の拡張を策定

2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年

ITU

リリース13
（～2016.3）

・超高速（eMBB）/超低遅延
（URLLC）が対象。

・2017年12月までに、LTEと連携
するNSAの仕様を策定。2018
年6月までに、SAの仕様を策定

・全ての技術性能要件
に対応した５Ｇの仕様
を策定

・ ５Ｇの基本調査（要求
条件等）

・ IoT技術の高度化
（feMTC、eNB-IoT）

５Ｇ無線インターフェース
提案受付

５Ｇ技術性能要件
IMT

ビジョン勧告

５Ｇ無線ｲﾝﾀﾌｪｰｽ
勧告の策定

世界無線
通信会議

（WRC-15）

世界無線
通信会議

（WRC-19）

・ 4Gの高度化

・ IoT技術の拡張
（eMTC、NB-IoT）

リリース16
（～2020.3）

リリース15
（～2018.6）

リリース14
（～2017.3）

NSA策定 SA策定

リリース17
（～2021.6）

・52.6GHz以上の

更なる高周波帯における
５Ｇ対応や既存技術の
拡張を策定

周波数共用検討
５Ｇワークショップ

※修正前



6５Ｇ（ＮＲ）の国際標準化動向

 ＩＴＵや3GPP等において、５Ｇ（NR：New Radio）に関する標準化活動が最終段階に

（ITU） ・ 13の技術性能要件の項目と要求値、評価環境をまとめたIMT-2020無線インタフェース（ITU-R報告M.2410）と
IMT-2020無線インタフェースの評価方法（ITU-R報告M.2412）が、2017年11月にITUで承認

・ IMT-2020無線インタフェースについては、2017年10月から2019年7月の間提案募集があり、2020年に勧告化予定

・ WRC-19において、IMT用周波数の追加特定に関する議論が行われ、24.25-27.5GHz、37-43.5GHz、66-71GHzの
各周波数帯がグローバル特定されるとともに、45.5-47GHz、47.2-48.2GHzが一部の地域・国へ特定

（3GPP） リリース15 ： 超高速/超低遅延に対応した５Ｇの最初の仕様を策定
リリース16 ： 全ての技術性能要件に対応した５Ｇの仕様を策定
リリース17 ： 52.6GHz以上の更なる高周波帯における５Ｇ対応や既存技術の拡張を策定

2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年

ITU

リリース13
（～2016.3）

・超高速（eMBB）/超低遅延
（URLLC）が対象。

・2017年12月までに、LTEと連携
するNSAの仕様を策定。2018
年6月までに、SAの仕様を策定

・全ての技術性能要件
に対応した５Ｇの仕様
を策定

・ ５Ｇの基本調査（要求
条件等）

・ IoT技術の高度化
（feMTC、eNB-IoT）

５Ｇ無線インターフェース
提案受付

５Ｇ技術性能要件
IMT

ビジョン勧告

５Ｇ無線ｲﾝﾀﾌｪｰｽ
勧告の策定

世界無線
通信会議

（WRC-15）

世界無線
通信会議

（WRC-19）

・ 4Gの高度化

・ IoT技術の拡張
（eMTC、NB-IoT）

リリース16
（～2020.3）

リリース15
（～2018.6）

リリース14
（～2017.3）

NSA策定 SA策定

リリース17
（～2021.6）

・52.6GHz以上の

更なる高周波帯における
５Ｇ対応や既存技術の
拡張を策定

周波数共用検討
５Ｇワークショップ

※修正後



11アクティブアンテナを導入した場合の共用検討（2.5GHz帯BWA）

2.5GHz帯広帯域移動無線アクセスシステム（BWA)を５Ｇ化する場合、ビームパターンとスプリアス発射の許容値以外は従来のパラメータ
と同じである。これらのパラメータを用いて衛星通信システム（N-Star)及びBWAシステム（旧方式、高度化方式）との共用検討を行った

アクティブアンテナのアンテナパターン

共用検討結果

 アクティブアンテナの利用による所要改善量は、従来検討に対して減少または僅かの増加にとどまるため、従来検討の結果と同様に
共用可能

 ただし、所要改善量がプラスとなる組み合せでは事業者間調整による合意が必要

BWAの５Ｇパラメータ

検討結果

※修正前



11アクティブアンテナを導入した場合の共用検討（2.5GHz帯BWA）

2.5GHz帯広帯域移動無線アクセスシステム（BWA)を５Ｇ化する場合、アンテナパターンとスプリアス発射の許容値以外は従来のパラメー
タと同じである。これらのパラメータを用いて衛星通信システム（N-Star)及びBWAシステム（旧方式、高度化方式）との共用検討を行った

アクティブアンテナのアンテナパターン

共用検討結果（所要改善量）

 アクティブアンテナの利用による所要改善量は、従来検討に対して減少または僅かの増加にとどまるため、従来検討の結果と同様に
共用可能

 ただし、所要改善量がプラスとなる組み合せでは事業者間調整による合意が必要

BWAの５Ｇパラメータ

検討結果

• シミュレーション上で基地局エリア内に配置した陸
上移動局の位置を変更しつつ、基地局の瞬時毎のア
ンテナパターンの変化をスナップショットで取得
（黄色）。シミュレーション上で取得した多数のス
ナップショットに対して統計処理を行うことでアク
ティブアンテナのアンテナパターンを生成

• 最大パターン：瞬時毎のスナップショットの統計処
理を行い、空中線指向特性の最大値によりモデル化
したもの（青）

• 平均パターン：瞬時毎のスナップショットの統計処
理を行い、空中線指向特性の平均値によりモデル化
したもの（赤）

最大パターン（青）

平均パターン（赤）

瞬時瞬時（スナップショット）
のパターン（黄）

赤字が従来検討よりも
所要改善量が増加した

組み合わせ

※修正後



令和元年度 

情報通信審議会 情報通信技術分科会 

新世代モバイル通信システム委員会報告 

令 和 ２ 年 ３ 月 

新世代モバイル通信システム委員会

資料 148－４－２ 

別添２

（審議による修正前後抜粋）



4 

検討概要 

調査検討の背景 

 既存バンドの５Ｇ化 

次世代の移動通信システムである第５世代移動通信システムについては、平成 30年７

月に技術的条件が取りまとめられたのち、制度化が行われ、平成 31年４月には５Ｇの周

波数として 3.7/4.5GHz帯及び 28GHz帯が、携帯電話事業者に割当てられたところである。

これらについては、令和２年３月頃から商用サービス開始が予定されているほか、全都道

府県において周波数の割当てから２年以内のサービス提供や、令和６年春には全国を 10

㎞四方で区切った場合の約 98%のメッシュにおいて５Ｇ高度特定基地局の整備が予定（携

帯電話事業者４者の５Ｇ基盤展開率の計画値を合算した値）されており、今後、５Ｇ基地

局が広く展開されていくことが想定される。 

一方、４Ｇ及び BWAで使用している周波数帯（以下「既存バンド」という。）について

は、平成 31年４月に割り当てられた５Ｇ周波数より低い周波数を使用していることから、

モビリティの確保等に向けて広域な５Ｇエリアを構築するためにも、４Ｇだけでなく５

Ｇとしても使用したいというニーズがある。 

図 １．１－１ 携帯電話で用いられている周波数帯 

※修正前
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検討概要 

調査検討の背景 

 既存バンドの５Ｇ化 

次世代の移動通信システムである第５世代移動通信システムについては、平成 30年７

月に技術的条件が取りまとめられたのち、制度化が行われ、平成 31年４月には５Ｇの周

波数として 3.7/4.5GHz帯及び 28GHz帯が、携帯電話事業者に割当てられたところである。

これらについては、令和２年３月頃から商用サービス開始が予定されているほか、全都道

府県において周波数の割当てから２年以内のサービス提供や、令和６年春には、全国を区

切る 10㎞四方メッシュのうち約 98％のメッシュで５Ｇ高度特定基地局の整備が予定（携

帯電話事業者４者の５Ｇ基盤展開率の計画値を合算した値）されており、今後、５Ｇ基地

局が広く展開されていくことが想定される。 

一方、４Ｇ及び BWAで使用している周波数帯（以下「既存バンド」という。）について

は、平成 31年４月に割り当てられた５Ｇ周波数より低い周波数を使用していることから、

モビリティの確保等に向けて広域な５Ｇエリアを構築するためにも、４Ｇだけでなく５

Ｇとしても使用したいというニーズがある。 

図 １．１－１ 携帯電話で用いられている周波数帯 

※修正後



11 

2017 年 10 月より、ITU から 3GPP 等の外部国際標準化機関・国等に対して、IMT-2020

無線インタフェースの提案募集が開始され、2019 年 7 月に受付が締め切られた。3GPP、

中国、韓国、ETSI/DECT Forum、TSDSI、NuFRONTの６者からの提案が行われており、今後、

ITU において、技術性能要件に基づく評価を行った後、2020 年には、IMT-2020 無線イン

タフェースが勧告化される予定となっている。

また、５Ｇを国際的に調和のとれた周波数で利用できるよう、IMT用周波数を追加特定

する議論が、WRC-19 の議題 1.13 として取り扱われた。候補周波数帯である 24.25-86GHz

の範囲に含まれる 11 のバンドについて、ITU-R の SG5/TG5/1 において他の無線システム

との周波数共用検討が行われ、検討結果が CPMレポートとして取り纏められた。この CPM

レポートの内容に基づき、2019 年 10～11 月に開催された WRC-19 において、IMT 用周波

数の追加特定に関する議論が行われた。この結果、24.25-27.5GHz、37-43.5GHz、66-71GHz

の各周波数帯がグローバル特定されるとともに、45.5-47GHz、47.2-48.2GHz が、一部の

地域・国へ特定された（図１．４．１－４）。 

図１．４．１－４ WRC-19議題 1.13における IMT用周波数の追加特定結果 

WRC-19 では、次回の WRC-23 における議題も決定され、更なる IMT用周波数の追加特定

に向け、3300-3400MHz（米州地域が対象、欧州、ロシア、中東、アフリカ地域での見直し）、

3600-3800MHz（米州地域が対象）、6425-7025MHz（欧州、ロシア、中東、アフリカ地域が

対象）、7025-7125MHz（全世界が対象）、10-10.5GHz（米州地域が対象）の各周波数帯につ

いて、IMT特定に向けた周波数共用等の検討が今後 ITU-Rにおいて行われる。 

3GPPにおける検討状況 

携帯電話の国際標準化団体である 3GPP においても５Ｇの議論が進行している。 

2017年３月に策定されたリリース 14では、５Ｇの新たな無線技術（ＮＲ）に関する基

本調査が行われ、要求条件（TR 38.913）、チャネルモデル（TR 38.901）、主な無線アクセ

ス技術（TR 38.912）が合意された。

※修正前
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いて、IMT特定に向けた周波数共用等の検討が今後 ITU-Rにおいて行われる。 

3GPPにおける検討状況 

携帯電話の国際標準化団体である 3GPP においても５Ｇの議論が進行している。 

2017年３月に策定されたリリース 14では、５Ｇの新たな無線技術（ＮＲ：New Radio）

に関する基本調査が行われ、要求条件（TR 38.913）、チャネルモデル（TR 38.901）、主な

無線アクセス技術（TR 38.912）が合意された。 

※修正後
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との結論が得られた。 

５Ｇ（ＮＲ）導入時の共用検討の結果は、 

 現状のままでは首都圏の中心部ではスモールセル基地局の設置には課題があり、

十分な検討・調整を行うことが適当である。

 現状のままでは首都圏の中心部ではマクロセル基地局には課題があり、十分な検

討・調整を行うことが適当であること、中京・近畿圏でも同様の課題があり、十

分な検討・調整を行うことが適当であることが分かった。

 現状の 3.4-3.6GHzの周波数において LTE-Advanced基地局の設置する場合と同様

に、基地局を設置する事業者と地球局等を運用する事業者との間で事前に調整を

行い、個別の基地局の設置可否を判断する必要がある。

という結論となっている。 

これらの結果を踏まえ、3.4/3.5GHz帯を使用する LTE又は 3.7GHz帯を使用する５Ｇ

と、衛星システムとの周波数共用においては、携帯事業者と衛星事業者間で個別に周波

数共用に向けた調整を行い、地理的離隔を取る、４Ｇ/５Ｇから衛星システムに対して

の総和干渉量を確認する等の方策がとられているところである。 

3.4/3.5GHz帯に５Ｇを導入する場合においても、５Ｇ基地局の個別の置局に際して、

アクティブアンテナの導入について考慮し、４Ｇ基地局からの干渉と５Ｇ基地局からの

干渉が混在する状況における地球局への干渉影響に関する評価手法に留意しながら、従

来どおり携帯事業者と衛星事業者間で調整を行うことで、共用が可能と考えられる。 

また、2.5GHz 帯を使用する BWA の５Ｇ化にあってもアクティブアンテナの導入が見込

まれるため、3.4/3.5GHz 帯と同様にビームフォーミングを考慮した共用検討を行った。

ビームパターン及びスプリアス発射の強度以外は従来の BWA のパラメータと同じである

ため、それらのパラメータを用いてビームフォーミングを行った場合に形成されるビー

ムパターンを考慮したうえで、隣接の周波数帯を使用する衛星通信システム及び BWA シ

ステム（旧方式、高度化方式）との検討を行った。

BWA を対象とした５Ｇのパラメータを図２．５．２－３に、アクティブアンテナのビー

ムパターンを図２．５．２－４に、共用検討モデルを図２．５．２－５に、与干渉の共用

検討結果を図２．５．２－６に示す。 

※修正前
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図２．５．２－３ ５Ｇ化した BWAのパラメータ 

図２．５．２－４ アクティブアンテナのアンテナパターン 

※修正前
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図２．５．２－５ 共用検討モデル 

図２．５．２－６ 衛星通信システムへの与干渉の検討結果 

アクティブアンテナを導入した場合の所要改善量は、従来の検討に対して減少若しく

はわずかな増加にとどまる結果となった。 

所要改善量がマイナスとなる組み合わせはもとより、プラスとなる組み合わせにおい

ても事業者間調整による合意が得られれば、共用可能であると考えられる。 

※修正前
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 高度化 BWAシステムのスペクトラムマスクの緩和の検討 

平成 26 年に制度化された高度化 BWAシステムについては、2.6GHz帯衛星デジタル音声

放送（モバイル放送）の終了や、非同期 BWAシステムの高度化地域 BWAシステムへの移行

により、BWAシステムの導入当初に比べて共存の前提となる対象システムが変わってきて

いる。 

図２．５．２－７ 共用検討における対象システム 

これらの共用相手の移行等を踏まえ、これまで、高度化 BWA システムの不要発射の強

度については、隣接システムとの共用のために-22dBm/MHz と規定されていたが、今後、

５Ｇ化した BWA の不要発射の強度と同じ-13dBm/MHz とすることが可能かどうか考察する

べく、現在もシステムが存在している地域 BWAシステムとの共用について検討した。 

過去の情通審における検討（平成 25年５月携帯電話等高度化委員会報告）では、地域

BWA と 5MHz 離れた位置に 20MHz 幅の高度化 BWA が存在する場合を最悪条件として検討し

ている。この場合、高度化 BWAから地域 BWAへの干渉電力は、隣接チャネル漏えい電力で

ある-7dBm/MHz が適用されることになり、不要発射の強度が-22dBm/MHz から-13dBm/MHz

に変わっても、共用検討結果は従来と同じになる。 

※修正前
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図２．５．２－８ 高度化 BWA(20MHz)における共用検討結果 

一方、当時は地域 BWA と 3MHz離れた位置に 10MHz幅の高度化 BWAが存在する場合も検

討しており、その場合、不要発射の強度が-22dBm/MHzから-13dBm/MHzに上がることによ

り、高度化 BWA から地域 BWA への干渉電力が、当時の検討結果よりも一部増大する。しか

しながら、増大後の干渉電力であっても、20MHz幅の高度化 BWA使用時の隣接チャネル漏

えい電力の許容値-7dBm/MHz よりも小さいため、影響はないと考えられる。 

図２．５．２－９ 高度化 BWA(10MHz)における共用検討結果 

※修正前
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との結論が得られた。 

５Ｇ（ＮＲ）導入時の共用検討の結果は、 
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これらの結果を踏まえ、3.4/3.5GHz帯を使用する LTE又は 3.7GHz帯を使用する５Ｇ

と、衛星システムとの周波数共用においては、携帯事業者と衛星事業者間で個別に周波

数共用に向けた調整を行い、地理的離隔を取る、４Ｇ/５Ｇから衛星システムに対して

の総和干渉量を確認する等の方策がとられているところである。 

3.4/3.5GHz帯に５Ｇを導入する場合においても、５Ｇ基地局の個別の置局に際して、

アクティブアンテナの導入について考慮し、４Ｇ基地局からの干渉と５Ｇ基地局からの

干渉が混在する状況における地球局への干渉影響に関する評価手法に留意しながら、従

来どおり携帯事業者と衛星事業者間で調整を行うことで、共用が可能と考えられる。 

また、2.5GHz 帯を使用する BWA の５Ｇ化にあってもアクティブアンテナの導入が見込

まれるため、3.4/3.5GHz帯と同様にビームフォーミングを考慮した共用検討を行った。 

ビームフォーミングを行う場合、空中線指向特性が動的に変動するため、他の無線シス

テムに対する干渉電力も動的に変動する。この干渉電力の変動を考慮するために、図２．

５．２－３に示すように、シミュレーション上で、基地局エリア内に配置した陸上移動局

の位置を変更しつつ、基地局の瞬時毎のアンテナパターンの変化をスナップショットで

取り続け、それらを用いて空中線指向特性を統計的に処理し、２つのパターンでモデル化

を行った。 

図２．５．２－３ ビームフォーミングを考慮した空中線指向特性のイメージ 

最大パターン（青）

平均パターン（赤）

瞬時瞬時（スナップショット）
のパターン（黄）

※修正後
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最大パターンは、シミュレーションで得られた瞬時毎のスナップショットの統計処理

を行い、空中線指向特性の最大値を用いてモデル化したものであり、平均パターンは、シ

ミュレーションで得られた瞬時毎のスナップショットの統計処理を行い、空中線指向特

性の平均値を用いてモデル化したものである。 

アンテナパターン及びスプリアス発射の強度以外は従来の BWA のパラメータと同じで

あるため、それらのパラメータを用いてビームフォーミングを行った場合に形成される

ビームパターンを考慮したうえで、隣接の周波数帯を使用する衛星通信システム及び BWA

システム（旧方式、高度化方式）との検討を行った。

BWA を対象とした５Ｇのパラメータを図２．５．２－４に、アクティブアンテナのビー

ムパターンを図２．５．２－５に、共用検討モデルを図２．５．２－６に、与干渉の共用

検討結果を図２．５．２－７に示す。 

図２．５．２－４ ５Ｇ化した BWAのパラメータ 

※修正後
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図２．５．２－５ アクティブアンテナのアンテナパターン 

図２．５．２－６ 共用検討モデル 

※修正後
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図２．５．２－７ 衛星通信システムへの与干渉の検討結果(所要改善量)

アクティブアンテナを導入した場合の所要改善量は、従来の検討に対して減少若しく

はわずかな増加にとどまる結果となった。 

所要改善量がマイナスとなる組み合わせはもとより、プラスとなる組み合わせにおい

ても事業者間調整による合意が得られれば、共用可能であると考えられる。 

 高度化 BWAシステムのスペクトラムマスクの緩和の検討 

平成 26 年に制度化された高度化 BWAシステムについては、2.6GHz帯衛星デジタル音声

放送（モバイル放送）の終了や、非同期 BWAシステムの高度化地域 BWAシステムへの移行

により、BWAシステムの導入当初に比べて共存の前提となる対象システムが変わってきて

いる。 

赤字が従来検討よりも 

所要改善量が増加した 

組み合わせ 

※修正後
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図２．５．２－８ 共用検討における対象システム 

これらの共用相手の移行等を踏まえ、これまで、高度化 BWA システムの不要発射の強

度については、隣接システムとの共用のために-22dBm/MHz と規定されていたが、今後、

５Ｇ化した BWA の不要発射の強度と同じ-13dBm/MHz とすることが可能かどうか考察する

べく、現在もシステムが存在している地域 BWAシステムとの共用について検討した。 

過去の情通審における検討（平成 25年５月携帯電話等高度化委員会報告）では、地域

BWA と 5MHz 離れた位置に 20MHz 幅の高度化 BWA が存在する場合を最悪条件として検討し

ている。この場合、高度化 BWAから地域 BWAへの干渉電力は、隣接チャネル漏えい電力で

ある-7dBm/MHz が適用されることになり、不要発射の強度が-22dBm/MHz から-13dBm/MHz

に変わっても、共用検討結果は従来と同じになる。 

※修正後
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図２．５．２－９ 高度化 BWA(20MHz)における共用検討結果 

一方、当時は地域 BWA と 3MHz離れた位置に 10MHz幅の高度化 BWAが存在する場合も検

討しており、その場合、不要発射の強度が-22dBm/MHzから-13dBm/MHzに上がることによ

り、高度化 BWA から地域 BWA への干渉電力が、当時の検討結果よりも一部増大する。しか

しながら、増大後の干渉電力であっても、20MHz幅の高度化 BWA使用時の隣接チャネル漏

えい電力の許容値-7dBm/MHz よりも小さいため、影響はないと考えられる。 

図２．５．２－１０ 高度化 BWA(10MHz)における共用検討結果 

※修正後
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概要

「新世代モバイル通信システムの技術的条件」のうち
「携帯電話を無人航空機等（ドローン等）に搭載して上空で利用す

る場合の技術的条件」

新世代モバイル通信システム委員会

資料148－５－１

別添３

（審議による修正前後抜粋）



3携帯電話の上空利用に向けた期待

 カバーエリアが広く、高速・大容量のデータ伝送が可能な携帯電話システムを、無人航空機等
（ドローン等）に搭載し、画像・データ伝送等に活用したいとのニーズが高まっている。

 一方で、携帯電話システムは地上での利用を前提に構築されているため、携帯電話をドローン
等に搭載して上空で利用すると、地上の携帯電話に対して混信を与える恐れがある。

基地局C
周波数f1

基地局A
周波数f1

異なる周波数であれば
問題なし

ドローン
周波数f1

基地局Cの
地上の通信に影響

基地局B
周波数f2

基地局Aと
通信しよう

空から降ってくる
電波のせいで

地上の携帯の電波が
聞こえないぞ

地上の携帯＋ドローン
と通信しよう

見通しが良いため
ドローンの電波は
遠くまで伝搬する

※修正前



3携帯電話の上空利用に向けた期待

 無人航空機は、航空法において、地表からの高度が150ｍ以下であり、なおかつ人口集中地区や空港等周辺
以外の空域であれば、特段の申請等を行なわずとも飛行させることが可能※となっており、農業分野や物流
分野に代表される様々な分野での利用拡大が期待されている。

 そうした中で、カバーエリアが広く、高速・大容量のデータ伝送が可能な携帯電話システムを、無人航空機
等（ドローン等）に搭載し、画像・データ伝送等に活用したいとのニーズが高まっている。

 一方で、携帯電話システムは地上での利用を前提に構築されているため、携帯電話をドローン等に搭載して
上空で利用すると、地上の携帯電話に対して混信を与える恐れがある。
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※修正後



携帯電話網への干渉低減効果の評価手法 10

 評価手法
 3GPP リリース15で規定された送信電力制御機能について、システムレベルシミュレーションにより評価
 シミュレーションモデルは、3GPPで用いられている19セル正規配置モデルを採用(下図参照)
 正規配置された19セル内に合計855台の移動局がランダムに配置されており、そのうちの一部がドローン等に
搭載された場合における携帯網への干渉量の増大を評価

 シミュレーションにおける主なパラメータは下表の通り

19セル正規配置モデル、3セクタ構成

シミュレーションにおける主なパラメータ

地上移動局の伝搬損失モデル
⇒3GPPモデル UMa(都会)、RMa(地方都市)、RMa(ルーラル)

上空移動局の伝搬損失モデル
⇒3GPPモデル UMa-AV(都会)、RMa-AV (地方都市)、RMa-AV (ルーラル)

※修正前
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※

※修正後



他システムとの共用検討の考え方① 18

 情報通信審議会における過去の携帯電話等の移動局との共用検討では、移動局は地上高1.5mで送信する前提で検討を実施。
 本検討の対象である上空利用においては、移動局が最高で150mの高度から送信する場合があるが、与干渉側、被干渉側共に、それ以

外の無線仕様は同じ。
 過去の共用検討と上空で利用する場合との差分は、与干渉となる移動局高度が上昇することによる被干渉無線局との結合損の変化の

みとなる。

共用検討の考え方 共用検討の対象業務

※修正前



他システムとの共用検討の考え方① 18

 今回の検討では、ドローンの最高飛行高度を150mとしたうえで共用検討を実施。
 情報通信審議会における過去の携帯電話等の移動局との共用検討では、移動局は地上高1.5mで送信する前提で検討を実施。
 本検討の対象である上空利用においては、移動局が150mの高度から送信する場合があるが、与干渉側、被干渉側共に、それ以外の

無線仕様は同じ。
 過去の共用検討と上空で利用する場合との差分は、与干渉となる移動局高度が上昇することによる被干渉無線局との結合損の変化の

みとなる。

共用検討の考え方 共用検討の対象業務

※修正後
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IV 検討概要 

携帯電話の上空利用の概要 

 携帯電話の上空利用に向けた期待と課題 

近年、世界的に、安価で小型の無人航空機が使われるようになり、ドローンに代表され

る無人航空機を様々な分野で活用することが注目されている。また、無人航空機活用分野

の拡大と共に、サービスエリアが広く、高速・大容量のデータ伝送が可能な携帯電話を無

人航空機等（以下「ドローン等」という）に搭載し、携帯電話網を利用してドローン等の

制御や画像・データ伝送等を行いたいとのニーズが高まっている。

図 １．１－１ 携帯電話の上空利用イメージ図 

一方で、携帯電話システムは地上での利用を前提にシステムが構成されており、隣接し

ない携帯電話基地局同士が同じ周波数を使用することで、周波数利用効率を上げつつ高

速通信を行えるようになっている。 

そのなかで、携帯電話をドローン等に搭載し、上空から電波を発射した場合、本来見通

し外であり、電波が届くことのなかった遠方の同じ周波数を使用する携帯電話基地局に

対して電波が届くこととなり、混信が生じる恐れがある。 

※修正前
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 他システムとの共用検討 

 共用検討の考え方 

情報通信審議会における携帯電話等の移動局との共用検討では、移動局は地上高 1.5m

で送信する前提で検討を行っている。本検討の対象である上空利用においては、移動局

が最高で 150mの高度から送信する場合があるが、与干渉側、被干渉側共に、それ以外

の無線仕様は同じである。従って、過去の共用検討と上空で利用する場合との差分は、

与干渉となる移動局高度が上昇することによる被干渉無線局との結合損の変化だけであ

る。 

結合損は、与干渉局の飛行による離隔距離の増減、被干渉無線局の受信アンテナ指向

性の差分により決まるため、これらの要因を基に、以下のステップで検討を進める。 

 共用検討対象業務毎の過去の共用条件等の整理

 移動局高度上昇時の干渉影響評価（被干渉局が無指向性アンテナの場合）

 移動局高度上昇時の干渉影響評価（被干渉局が指向性アンテナの場合）

図２．３．１－１ 被干渉局の受信アンテナ特性による影響度の違い 

 共用検討対象業務毎の過去の共用条件等の整理 

現在、国内で運用されている携帯電話等システムの周波数配置と、今回の共用検討の

対象となる既存業務の周波数配置を図２．３．２－１に示す。携帯電話等システムが上

空で利用される場合における過去の共用検討との差分は移動局の高度のみであるため、

共用検討対象となる周波数帯は、携帯電話等システムの上り帯域のみとなる 

※修正前
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